
もとより賃金等の待遇は労使の話合いによって決定されることが基本である。しかし、我が
国においては、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間には、欧州と比
較して大きな待遇の相違がある。政府としては、この問題への対処に当たり、同一労働同一賃
金の考え方が広く普及しているといわれる欧州の制度の実態も参考としながら政策の方向性等
を検証した結果、それぞれの国の労働市場全体の構造に応じた政策とすることが重要であると
の示唆を得た。
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我が国においては、基本給をはじめ、賃金制度の決まり方には様々な要素が組み合わされて
いる場合も多いため、まずは、各事業主において、職務の内容や職務に必要な能力等の内容を
明確化するとともに、その職務の内容や職務に必要な能力等の内容と賃金等の待遇との関係を
含めた待遇の体系全体を、短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者を含む労使の話合いによっ
て確認し、短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者を含む労使で共有することが肝要である。
また、派遣労働者については、雇用関係にある派遣元事業主と指揮命令関係にある派遣先とが
存在するという特殊性があり、これらの関係者が不合理と認められる待遇の相違の解消等に向
けて認識を共有することが求められる。
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今後、各事業主が職務の内容や職務に必要な能力等の内容の明確化及びその公正な評価を実
施し、それに基づく待遇の体系を、労使の話合いにより、可能な限り速やかに、かつ、計画的
に構築していくことが望ましい。
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相違の解消等に向けては、賃金のみならず、福利厚生、キャリア形成、職業能力の開発及び向
上等を含めた取組が必要であり、特に、職業能力の開発及び向上の機会の拡大は、短時間・有
期雇用労働者及び派遣労働者の職業に必要な技能及び知識の蓄積により、それに対応した職務
の高度化や通常の労働者への転換を見据えたキャリアパスの構築等と併せて、生産性の向上と
短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者の待遇の改善につながるため、重要であることに留意
すべきである。
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れる待遇の相違の解消等の取組を通じて、労働者がどのような雇用形態及び就業形態を選択し
ても納得できる待遇を受けられ、多様な働き方を自由に選択できるようにし、我が国から「非
正規」という言葉を一掃することを目指す。
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第２ 基本的な考え方 第２ 基本的な考え方
この指針は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間に待遇の相違が
存在する場合に、いかなる待遇の相違が不合理と認められるものであり、いかなる待遇の相違
が不合理と認められるものでないのか等の原則となる考え方及び具体例並びに留意すべき事項
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を示したものである。事業主が、第３から第５までに記載された原則となる考え方等に反した
場合、当該待遇の相違が不合理と認められる等の可能性がある。なお、この指針に原則となる
考え方が示されていない待遇や、具体例に該当しない場合であっても、通常の労働者と短時間・
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場合についても、不合理と認められる待遇の相違の解消等が求められる。このため、各事

業主において、労使により、個別具体の事情に応じて待遇の体系について議論していくことが
望まれる。当該議論に当たっては、短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者の意向を十分に考
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慮した上で、不合理と認められる待遇の相違の解消等の取組を進めることが望ましいことや、
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当該取組が当該労働者の自らの待遇に対する納得性の向上にも資することに留意すべきであ
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が不合理と認められる等の可能性がある。なお、この指針に原則となる考え方が示されていな
い退職手当、住宅手当、家族手当等の待遇や、具体例に該当しない
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認められる待遇の相違の解消等が求められる。このため、各事業主において、労使により、個
別具体の事情に応じて待遇の体系について議論していくことが望まれる。
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の４の規定は、雇用管理区分が複数ある場合であっても、通常の労働者のそれぞれと短時間・
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である。このため、事業主が、雇用管理区分を新たに設け、当該雇用管理区分に属する通常の
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労働者の待遇の水準を他の通常の労働者よりも低く設定したとしても、当該他の通常の労働者
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